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第一　はじめに
　我が国における医薬品販売制度が、「薬事法の一部を改正する法律（平成１８年法律第６９号）」（以下「改正薬事法」という。）により、現行薬事法の制定された昭和３５年以来、約４６年ぶりに改正された。
　この改正により、一般用医薬品の販売を担う者として登録販売者の仕組みが設けられた。登録販売者は、副作用などのリスクの程度に応じて３グループに分類された一般用医薬品のうち、特にリスクの高い医薬品以外を販売することができる。平成２０年度から全国の都道府県で登録販売者試験が実施され、現在、全国で約１０万人、大阪府でも、約６，５００人が試験に合格している。
医薬品は、使用方法を誤れば重大な健康被害を生じるおそれがあり、また適正に使用しても副作用のリスクを伴うことから、購入者への適切な情報提供や相談対応が重要であり、登録販売者の担う役割は重大である。
　したがって、登録販売者試験に合格し、登録販売者となったことが、決してゴールではなく、むしろこれから先、更なる研鑽を積み重ねていくべきスタート地点に立ったものとして、日進月歩の医薬品に対して継続的な研修を受けるなど、自己の資質向上に努める必要がある。
　しかしながら、現在、登録販売者に対する統一した継続的な研修体制は確立されておらず、また、厚生労働省が行った調査では、専門家による適切な情報提供がなされていないなど、改正薬事法が十分に遵守されていないことも判明している。このような状況では、登録販売者の質の低下により、購入者への適切な情報提供や相談対応がなされず、健康被害が発生することも危惧される。さらに、資質が不足した登録販売者に対する取扱いも明確になっていないことから、これらの問題点について、大阪府知事より本審議会に対して、意見を求められたところである。
本審議会は、登録販売者の資質向上対策等が、府民の健康を守るために必要不可欠であることから、行政をはじめとする関係者が目指す方向を検討するため、専門委員会を設置し議論を重ねたものであり、ここに、その内容を取りまとめ、大阪府知事あて答申する。
第二　現状
１．改正薬事法
（１）法改正の趣旨
国民の健康意識の高まり、医薬分業の進展等医薬品を取巻く環境の変化を踏まえ、薬局及び医薬品販売業（店舗販売業及び配置販売業を含み、卸売販売業を含まない。以下同じ。）に従事する薬剤師又は登録販売者による適切なアドバイスの下で、身近にある一般用医薬品を利用するセルフメディケーション（※）を支援する観点から、安全性の確保を前提とし、利便性にも配慮しつつ、購入者による医薬品の適切な選択、適正な使用に資するよう、薬局及び店舗において、薬剤師及び登録販売者（以下「専門家」という。）によるリスクの程度に応じた情報提供や相談対応等が行われる体制を整備するため、平成２１年６月に改正薬事法が全面施行されている。
　主な改正内容は、以下のとおりである。
①　一般用医薬品を副作用などのリスクの程度に応じて３グループ（第一類、第二類、第三類）に分類する。
②　特にリスクの高い第一類医薬品の販売に際しては、薬剤師が書面を用いて、適正使用のために必要な情報提供をしなければならない。
③　第二類医薬品の販売に際しては、薬剤師又は登録販売者が、適正使用のために必要な情報提供に努めなければならない。
④　一般用医薬品の購入者から相談があった場合には、薬剤師又は登録販売者は、適正使用のために必要な情報を提供しなければならない。
（資料１）
（※）世界保健機関（World Health Organization：WHO）によれば、「自分自身の健康に責任を持ち、軽度な身体の不調は自分で手当てする」こととされている。
（２）登録販売者制度
登録販売者制度とは、改正薬事法において一般用医薬品の販売に従事する者として設けられた仕組みである。
　登録販売者となるには、各都道府県知事が実施する一般用医薬品の販売に必要な資質を有することを確認する試験（以下「登録販売者試験」という。）に合格したのち、販売に従事する薬局又は店舗の所在する（配置販売の場合、配置する区域のある）都道府県知事の登録を受けなければならない。なお、改正薬事法の施行前から一般用医薬品の販売に携わっていた薬種商販売業者（改正薬事法の施行日以前に薬種商販売業の許可を受けていたことがある者を含む。）は、登録販売者試験に合格した者とみなされている。
登録販売者は、一般用医薬品の販売に従事しなくなったときは、登録販売者名簿の登録の消除を申請しなければならない。また、都道府県知事は、当該申請が提出されたとき、あるいは、登録販売者が、禁錮以上の刑に処せられたとき、薬事法に違反したとき、偽りその他不正の手段により販売従事登録を受けたことが判明したとき等には、その登録を消除しなければならないと規定されている。しかしながら、消除規定の運用に係る詳細な手続き等は明確に示されていない。（資料２）
　改正薬事法施行後、新たに始まった制度であるが、すでに登録販売者による医薬品販売時のミスなどの報告も出てきており、財団法人日本医療機能評価機構が行っている「薬局ヒヤリ・ハット事例収集・分析事業」の第４回集計報告では、医薬品の販売に関する報告事例３例のうち、２例が登録販売者の判断間違いや説明間違いによるものであった。
（３）薬局開設者及び医薬品販売業者による登録販売者に対する研修の実施義務
薬事法では、薬局開設者及び医薬品販売業者（店舗販売業者及び配置販売業者を含み、卸売販売業者を含まない。以下同じ。）に対しては、「薬局並びに店舗販売業及び配置販売業の業務を行う体制を定める省令」（以下「体制省令」という。）において、登録販売者を含む従事者に対する研修の実施が義務付けられており、厚生労働省医薬食品局長通知（平成２１年５月８日付け薬食発第0508003号「薬事法の一部を改正する法律等の施行等について」）において、従事者に対する研修は、自ら実施するほか、委託する薬局又は薬剤師、店舗販売業、配置販売業に関する団体等（当該薬局開設者及び医薬品販売業者又は当該団体等が委託する研修の実績を有する団体等を含む。）が実施することができることとし、これらの研修を受講させることにより、登録販売者を含む従事者の資質の向上に努めることとされている。
一方、従事者の資質の向上のために必要とされている研修内容については、具体的に示されていない。
２．府民（購入者）
「医薬品販売に関する国民意識等調査に関する研究（平成１６年度　厚生労働科学特別研究事業）」によれば、一般用医薬品を購入する前に、外箱に書かれている注意事項をいつも読むと答えた人は、約４６％、使用する前に添付されている文書をいつも読むと答えた人は、約３６％となっている。
これらのことから、一般用医薬品の使用に際して、必ずしも使用上の注意などの詳細な情報まで確認せずに使用している場合が多いことがうかがえる。
３．関係団体
登録販売者の関係する団体は、改正薬事法施行前の薬種商販売業者を主に会員とする団体、ドラッグストアチェーンに従事する登録販売者を主に会員とする団体、配置販売業を主に会員とする団体など複数存在する。
　また、各関係団体において、個々に、登録販売者の資質向上のための研修に係る自主的な基準を作成し、研修を行っているが、その中には、大阪府又は保健所を設置する市（以下「保健所設置市」という。）と共同で実施する形を取っているものや、大阪府又は保健所設置市の職員が講師の形で参加しているものもある。
４．行　政
（１）厚生労働省
①登録販売者試験実施要領等の作成
　厚生労働省では、各都道府県が実施する登録販売者試験の難易度について格差が生じないようにするとともに、その内容に一定の水準が保たれるよう、「登録販売者試験実施ガイドライン作成検討会」報告書（平成１９年６月２６日公表）を踏まえ、登録販売者試験実施要領（平成１９年８月８日付け薬食総発第0808001号 厚生労働省医薬食品局総務課長）及び「試験問題の作成に関する手引き」を作成しており、試験問題は「試験問題の作成に関する手引き」から出題するものとなっている。
②一般用医薬品販売制度定着状況調査の実施
　平成２１年度に厚生労働省が行った調査であり、厚生労働省から委託された民間会社の調査員が、一般消費者を装い店舗状況や従事者の対応等を調査し、改正薬事法が実際の販売現場において、どの程度定着しているかを確認している。平成２１年度の調査結果では、専門家による適切な情報提供がなされていない等、改正薬事法が十分には遵守されていないことが判明した。
（２）大阪府
①講習会の実施
　薬局及び医薬品販売業に対して、改正薬事法の趣旨等を講習会にて周知しており、関係団体が実施する研修会に講師として参加している。
その他、登録販売者に対して、継続的な自己の資質向上が必要であることを周知するため、平成２１年度、平成２２年度に、大阪府に販売従事登録を行った登録販売者を対象に講習会を実施した。
②立入検査
　薬局及び医薬品販売業に対して、定期的に立入検査（保健所設置市許可分を除く。）を行い、薬事法の遵守状況を確認している。
　しかしながら、これら定期的な立入検査のみで登録販売者が常日頃から購入者に、適切な情報提供等を行っているかどうかを完全に把握することは困難である。
③登録販売者試験の実施等
　平成２０年度に２回、平成２１年度以降は年に１回、登録販売者試験を実施している。また、大阪府内に従事しようとする登録販売者の販売従事登録を行っている。
（３）保健所設置市
①講習会の実施
　各保健所設置市が、保健所設置市管内ごとに新規許可の店舗販売業等や管理者に対して、講習会を実施している。その他、関係団体が実施する研修会に講師として参加している。
②立入検査
　「第二　現状　４．行政（２）大阪府」の②と同様、薬局及び医薬品販売業に対して、定期的に立入検査（大阪府許可分を除く。）を行い、薬事法の遵守状況を確認している。
第三　基本的な考え方
１．購入者への情報提供、相談対応について
登録販売者が、購入者への情報提供と相談対応において求められることは、基本的には、購入者のセルフメディケーションを適切に支援し、一般用医薬品を安全に使用してもらうため、添付文書や製品外箱等に記載された内容について、誤解や認識不足が生じないよう、わかりやすい表現で伝えることなどであると考える。
そのためには、登録販売者は、最新の医薬品情報や副作用情報を把握しておくことが重要である。
　また、その実施に当たっては、購入者側の状況を把握するために、対面により顔色などの状態や症状などを確認しつつ、購入者の了解のもとに、積極的に詳細な質問を行うことも大切である。
　なお、購入者からの相談があった際には、その内容に耳を傾け、適正使用のために必要な情報をわかりやすい表現で説明し理解を得ることが重要である。その他、購入者等から一般用医薬品を使用しても症状が改善しないなどの相談があった場合は、薬剤師への相談や医療機関の受診を勧奨するなど、適切な助言を行うことも重要である。
一方、購入者においては、医療用医薬品だけでなく一般用医薬品であっても、副作用は発生しうるものであり、場合によっては、重大な副作用が発生し、更には死亡に至るおそれもあるとの認識を持つことが重要である。
また、購入時には、製品の外箱に書かれている注意事項を必ず読み、疑問や不明な点があれば、専門家へ積極的に質問を行うとともに、専門家から必要に応じて種々の質問を受けることの大切さを認識しておくことも重要である。
なお、一般用医薬品の使用に際しては、使用前に必ず添付文書を読み、定められた用法用量を守って使用することが重要である。
行政は、医薬品の適正使用のために、府民から専門家へ積極的に質問を行うよう啓発に努めることが重要である。
２．研修体制のあり方について
（１）登録販売者
登録販売者は、人の生命、健康に直接関わる医薬品を取扱っているという責任と自覚を持ち、購入者の医薬品に対する誤解や認識不足による不適切な使用に歯止めをかける役割を担っているということを認識しなければならない。そのためには、常に最新の医薬品情報や副作用情報等を収集し、現状に満足することなく、自己の資質向上を図っていく必要性を強く自覚することが重要である。
　また、登録販売者試験に合格していることから基礎的な一般用医薬品の販売に対する知識等を習得しているものであるが、医薬品には多種多様な製品があることや日進月歩の医薬品について、登録販売者が購入者に必要な情報提供等を行っていくためには、絶え間ない自己研鑽が必要不可欠となる。
（２）薬局開設者及び医薬品販売業者
薬局開設者及び医薬品販売業者は、体制省令において、一般用医薬品の適正販売等のための指針の策定、手順書の作成、従事者に対する研修の実施が定められており、登録販売者を含めた従事者に対する研修は、薬局開設者及び医薬品販売業者に課せられた義務である。
したがって、薬局開設者及び医薬品販売業者は、登録販売者を含めた従事者が、一般用医薬品の販売にふさわしい資質を維持・向上していくための必要な研修を行っていかなければならない。
　また、研修は、一般用医薬品の購入者に対して、適切な情報提供や相談対応を行うために必要な内容であることに十分留意する必要がある。
（３）関係団体
関係団体ごとに実施している、登録販売者の資質向上のための研修は、登録販売者が、一般用医薬品の販売に従事する間、薬局開設者及び医薬品販売業者による研修以外に、継続的に受講していくものであることから、特定の内容に偏らず、購入者が医薬品を適切に使用するに当たって必要な情報提供や相談対応に求められる内容であることは言うまでもないが、一定水準の内容が求められる。
（４）行政
大阪府及び保健所設置市は、それぞれの役割を明確にし、登録販売者の資質向上のための施策を講じるべきである。
　また、大阪府及び保健所設置市が実施する講習会と関係団体が実施する研修会が存在するが、その位置付けや関係団体が実施する研修会への大阪府及び保健所設置市の関与の在り方などを整理し、それぞれの関係者の役割を明確にし、登録販売者の資質向上対策を進めていくべきである。
３．資質が不足した登録販売者について
薬局開設者及び医薬品販売業者をはじめ、関係団体、大阪府及び保健所設置市は、登録販売者の資質が不足することのないよう、各々の役割を実行しつつ、必要に応じて連携し、登録販売者の資質向上のために、研修の実施体制等を整備しなければならない。
しかしながら、資質が不足した登録販売者によって、不適切な医薬品の販売がなされた場合、
大阪府及び保健所設置市は、登録販売者が従事する薬局開設者又は医薬品販売業者に対して、適切な販売がなされるよう、指導又は助言を行う必要がある。
第四　目指す方向
１．購入者への情報提供、相談対応について
登録販売者は、「第三　基本的な考え方」で示した購入者への情報提供、相談対応が実行できるよう、次項に示す自己学習や研修会への参加を通して、自己研鑽に努め、購入者の一般用医薬品の適正使用を推進するため、自己の資質向上を図るべきである。
　また、薬局開設者及び医薬品販売業者は、登録販売者が購入者に対して、適切な情報提供や相談対応を行えるよう、適切な人材の配置や育成あるいは医薬品等の陳列等に関して、特段の配慮を行う必要がある。なお、一般用医薬品について、健康被害の発生などの保健衛生上重要と思われる事象が生じた場合や薬局又は店舗における登録販売者の対応等についての苦情等があった場合には、従業員間での情報の共有化を図るとともに、速やかに適切な対応が取れるよう登録販売者に対して必要な指示等を行うことも重要である。
行政は、府民のセルフメディケーションに対して、正しい知識を身に付けてもらえるよう、医薬品の正しい使い方など必要な啓発を行うことが重要である。
２．研修体制のあり方について
（１）登録販売者
「第三　基本的な考え方」に基づき、登録販売者は、日進月歩の医薬品の最新の知識や副作用情報等を自己学習や従事する企業、関係団体、製薬企業が実施する研修会へ積極的に参加し、身に付けていくとともに薬局や第一類医薬品を販売する店舗では、医薬品に対する知識の豊富な薬剤師が従事していることから、薬剤師から実地に教育を受けることも非常に大切である。
また、説明した内容が購入者に確実に理解され、適切に使用されるためには、販売時のコミュニケーション技術を身に付けるべきである。
（２）薬局開設者及び医薬品販売業者
薬局開設者及び医薬品販売業者は、体制省令で求められている登録販売者に対する研修を確実に実施していく必要があり、その実施体制について、業務指針や手順書に盛り込む必要がある。
なお、実施体制には、研修の実施、研修の内容、研修の方法、研修計画、研修記録などの詳細を盛り込むことが望ましい。
また、研修は、薬局開設者又は医薬品販売業者自らが登録販売者に対して実施することが原則であり、研修の水準にばらつきが生じないよう、一定水準の内容とすべきである。
薬局開設者及び医薬品販売業者は、一定水準の研修を行っていることを前提として関係団体が実施する研修会に、従事する登録販売者を受講させることもできる。ただし、受講させるに当たっては、従事する登録販売者が、受講しやすい環境を整備すべきである。
なお、研修内容については、その範囲を一律に定めることができるものではないが、登録販売者が販売することができる第二類医薬品又は第三類医薬品の販売に際して、購入者への適切な情報提供と相談対応ができる内容とすべきであり、例えば、一般用医薬品の有効性・安全性に関する情報、使用方法に関する内容等を含むことが望ましい。
（３）関係団体
登録販売者の関係する団体が実施する研修は、体制省令に基づき実施する研修を補完すべきものとして重要であるが、一定水準の内容であることが求められる。
また、研修に当たっては、医薬品に対する知識の豊富な薬剤師による研修を受けることも重要であり、薬剤師会と連携することが望ましい。
研修については、各々の関係団体が実施するものであるが、その内容が妥当なものであるか等について、次項に示す各関係者からなる検討会において、議論すべきである。
なお、関係団体が実施する研修会は、団体の会員である登録販売者に限定することなく、広く登録販売者が参加できる形とすることが望ましい。
（４）行政
　大阪府は、新たに販売従事登録を行った登録販売者に対し、継続した自己の資質向上が必要である旨を周知することが重要である。
　また、大阪府及び保健所設置市は、講習会や立入検査の機会を通して、薬局開設者及び医薬品販売業者に対して、体制省令の趣旨を十分に説明し、登録販売者の資質向上を図るため研修等の実施あるいは外部の研修等を受講させるよう指導していく必要がある。
大阪府及び保健所設置市の職員が、関係団体の実施する研修会の講師をつとめる場合は、原則として、関係団体の会員に限定せず広く登録販売者が参加できる研修会がふさわしい。しかし、大阪府は登録販売者試験を実施する立場であるため、研修の目的や内容によっては、研修会に参加することが不適切な場合がある。
なお、大阪府及び保健所設置市が実施する講習会の受講だけを持って、体制省令の研修内容を満たすものではないことに留意する必要がある。
　大阪府及び保健所設置市が実施する講習会、関係団体が実施する研修会の具体的方策及び内容については、大阪府、保健所設置市、関係団体、有識者等からなる検討会を立ち上げて議論していくべきであり、実施結果についても確認を行ったうえで、次回の研修に役立てるために課題等を整理することが望ましい。
３．資質が不足した登録販売者について
薬局開設者及び医薬品販売業者は、体制省令に基づき、従事する登録販売者に対して必要な研修の実施あるいは外部の研修等を受講させるなど、資質の維持・向上を図るとともに、資質が不足していると思われる登録販売者については、一旦、一般用医薬品の販売に従事させないなどの措置をとることが必要である。また、そのような登録販売者に対しては、通常の研修に加えて、別途研修計画を策定、実行するなどの対応をとることが重要である。
　しかしながら、資質が不足した登録販売者によって、不適切な医薬品の販売がなされた場合、大阪府及び保健所設置市は、登録販売者が従事する薬局開設者又は医薬品販売業者に対して再発防止を指導しなければならない。
また、薬事法施行規則では、登録販売者の販売従事登録の消除の規定が設けられているものの、その運用に係る詳細な手続き等は明確に示されておらず、薬剤師法に規定のある薬剤師に対する再教育研修のような規定も定められていないため、大阪府は、登録販売者の販売従事登録の消除規定の運用の明確化や再教育研修など必要な制度の制定を厚生労働省に要望していくとともに府としての取扱いも検討していくべきである。
第五　おわりに
　本審議会では、府民の健康を守るため、購入者への情報提供と相談対応のあり方、登録販売者の研修体制のあり方、資質が不足した登録販売者の取扱いの3項目について、専門委員会を設置し、約半年間にわたり、審議してきた。
　購入者への情報提供と相談対応のあり方については、専門家が購入者へわかりやすい表現で適切な情報提供を行うだけでなく、購入者においても、一般用医薬品であっても副作用は発生しうるものであるという正しい認識を持ったうえで、購入や使用に際して、専門家に積極的に質問を行うように努めることが重要であることを指摘した。
さらには、登録販売者に対する継続的な研修については、体制省令に基づき、薬局開設者及び医薬品販売業者に課せられているものの、関係団体や行政が果たす役割も重要であるため、各々の役割を整理する必要があること、また、複数の関係団体が、それぞれの自主基準に基づいて行っている研修会や行政が実施する講習会の基準や内容を検討するとともに、実施結果についての確認を行うため、大阪府、保健所設置市、関係団体、有識者等からなる検討会を立ち上げて議論していくべきことを提案した。
　また、資質が不足した登録販売者の取扱いについては、現行の薬事法施行規則における販売従事登録の消除規定の運用にかかる詳細な手続き等が明確に示されていないことや薬剤師のような再教育研修の規定等が登録販売者にも必要であることを指摘した。これらの問題を解決・整理するに当たって、登録販売者制度自体の見直しを図ることも求められるため、必要に応じて、大阪府は、厚生労働省に対し、制度改正の要望等を行っていくとともに、今後の状況を見ながら、登録販売者の更新制度などについても要望を検討していくことが望ましい。
大阪府は、本答申内容を、登録販売者、薬局開設者及び医薬品販売者業者へ周知し、保健所設置市及び関係団体とも連携を図りながら、府民の健康を守るため、登録販売者の資質向上等に必要な行政施策を講ずる必要がある。
【一般用医薬品の概要】
○一般用医薬品とは
一般の人が薬局等で購入し、自らの判断で使用する医薬品であって、必要に応じて、薬剤師及び登録販売者等から提供された情報に基づき使用される
医薬品をいう。
○リスクの程度に応じた一般用医薬品の分類
	リスク分類
	内　　容
	対応する専門家
	専門家による情報提供
	相談対応

	第一類医薬品
	特にリスクが高いもの（一般用医薬品としての使用経験が少ない等安全上特に注意を要する成分を含むもの）
	薬剤師
	書面を用いた情報提供（義務）
	義　務

	第二類医薬品
	リスクが比較的高いもの（まれに入院相当の健康被害が生じる可能性がある成分を含むもの）
	薬剤師又は
登録販売者
	努力義務
	

	第三類医薬品
	リスクが比較的低いもの（日常生活に支障を来す程度ではないが、身体の変調・不調が起こるおそれがある成分を含むもの）
	薬剤師又は
登録販売者
	薬事法上の規定なし
	



○登録販売者が従事する医薬品販売業の許可
	種　類
	内　　容

	薬局
	薬剤師が販売又は授与の目的で調剤の業務を行う場所（その開設者が医薬品の販売業を併せ行う場合には、その販売業に必要な場所を含む。）。

	店舗販売業
	店舗による一般用医薬品の販売業

	配置販売業
	配置による一般用医薬品の販売業



【登録販売者制度】
○資質の確認　【薬事法第36条の４第1項】
登録販売者となるには、一般用医薬品の販売に必要な資質を備えているかを確認するため、都道府県知事が行う試験（以下「登録販売者試験」という。）に合格しなければならない。なお、受験資格は以下のとおりであり、受験を希望する者は、全国どこの都道府県が行う試験でも受験することができる。
平成２０年度より各都道府県で試験を行っており、現在、約１０万人の合格者が誕生している。
【受験資格（一部）】【薬事法施行規則第159条の５第2項】
・高等学校又はこれと同等以上の学校を卒業した者であって、１年以上薬局等において、一般用医薬品の販売等に関する実務に従事した者
・４年以上薬局等において、一般用医薬品の販売等に関する実務に従事した者
○販売従事登録の申請　【薬事法施行規則第159条の7第1項】
　登録販売者試験に合格した者若しくは法改正前から薬種商販売業の許可を取得していた者は、販売に従事する店舗の所在する（配置販売の場合、配置する区域のある）都道府県知事の登録を受けなければならない。
なお、登録した後は、本籍地都道府県名、氏名、生年月日、性別に変更がある以外には、手続きは不要である。したがって、登録販売者は、従事する店舗が、販売従事登録時と異なる店舗（他都道府県を含む）に移っても、販売従事登録に関しては、特段の届出等の手続きは必要ではない。
○登録販売者名簿及び登録証の交付　【薬事法施行規則第159条の8】
　　・都道府県は、販売従事登録を行うため、登録販売者名簿を備え、次に掲げる事項を登録する必要がある。
　　　一　登録番号及び登録年月日
　　　二　本籍地都道府県名、氏名、生年月日及び性別
　　　三　登録販売者試験合格の年月及び試験施行地都道府県名
　　　四　前各号に掲げるもののほか、適正に医薬品を販売するに足るものであることを確認するために都道府県が必要と認める事項
　　・都道府県知事は、販売従事登録を行ったときは、当該販売従事登録を受けた者に対して、販売従事登録証を交付しなければならない。

○販売従事登録の消除　【薬事法施行規則第159条の10第1項、第4項】
・登録販売者は、一般用医薬品の販売又は授与に従事しようとしなくなったときは、３０日以内に、登録販売者名簿の登録の消除を申請しなければならない。
・都道府県知事は、登録販売者が次の各号のいずれかに該当する場合には、その登録を消除しなければならない。
　　　一　登録販売者又は戸籍法による届出義務者（本人は死亡し、又は失踪の宣告を受けた時）による申請がされ、又は、登録販売者が死亡し、若しくは失踪の宣告を受けたことが確認されたとき
　　　二　法第５条第３号イからホまでのいずれかに該当するに至ったとき
　　　三　偽りその他不正の手段により販売従事登録を受けたことが判明したとき
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資料１
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資料２





薬事法第５条第３号


イ　第７５条第１項の規定により許可を取り消され、取消しの日から３年を経過していない者


ロ　禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった後、３年を経過していない者


ハ　イ及びロに該当する者を除くほか、この法律、麻薬及び向精神薬取締法、毒物及び劇物取締法その他薬事に関する違反行為があった日から２年を経過していない者


二　成年被後見人又は麻薬、大麻、あへん若しくは覚せい剤の中毒者


ホ　心身の障害により薬局開設者の業務を適正に行うことができない者として厚生労働省令で定めるもの





（参考）
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